
目的別でみる一般会計支出の内訳

会計別にみる町の予算額

事業費ランキング

事業費（一般財源所要額）ランキング

会計項目

目　的 内　容

合　計

増減額
予算額 予算額

令和8年度 令和7年度

令和8年度 令和7年度

増減額 増減率（％）

増減率
（％）構成比

（％）
構成比
（％）

当初予算
令和８年度　与那原町

予算の概要

　予算は、町民の皆さんが納めた税金や国・県から
の補助金をどう使うか定めた計算書です。今年度の
収入・支出計画の概要をお知らせします。

令和8年度与那原町一般会計歳入歳出予算総額は、113億3585万円で、
対前年度比2.6％と増額しています。主な事業としては、脱炭素事業、与原
公園整備事業となっています。

一 般 会 計

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計

後期高齢者医療特別会計

水 道 事 業 会 計

下 水 道 事 業 会 計

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

農林水産業費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

公 債 費

予 備 費

議会の運営など

事務経費や役場の管理など 

高齢者福祉や子育て対策など 

保健衛生やごみ処理など 

農林水産業の振興 

地域商工業の振興、観光事業など

道路や公園の整備・管理など

消防・救急活動など（組合負担金） 

小中学校の整備や教育

借入金（町の借金）の返済金

緊急の際に使用するお金 

113億3585万円

21億1683万円

2億7518万円

8億1416万円

11億7373万円

1億857万円

24億1227万円

46億6094万円

8億4026万円

2770万円

3億1062万円

5億9324万円

3億2856万円

12億9367万円

7億3003万円

3000万円

113億3585万円

1.0

21.3

41.1

7.4

0.2

2.7

5.2

2.9

11.4

6.4

0.3

100

1億184万円

18億400万円

46億6271万円

7億2731万円

2億5303万円

1億6997万円

9億2645万円

3億1383万円

13億8295万円

6億8233万円

2000万円

110億4442万円

0.9

16.3

42.2

6.6

2.3

1.5

8.4

2.8

12.5

6.2

0.2

100.0

673万円

6億827万円

△178万円

1億1295万円

△2億2533万円

1億4065万円

△3億3321万円

1473万円

△8928万円

4770万円

1000万円

6.6

33.7

△ 0.0

15.5

△ 89.1

82.7

△ 36.0

4.7

△ 6.5

7.0

50.0

110億4442万円

22億1858万円

2億5720万円

7億4316万円

7億5507万円

2.6

△ 4.6

7.0

9.6

55.4

2億9143万円

△1億175万円

1798万円

7100万円

4億1866万円

自立支援給付事業
施設型給付事業
脱炭素事業

障がい者が障がい福祉サービスや医療等の支援を受けるための事業

法人保育園（認可園）への給付費

脱炭素地域づくり事業

12億1770万円
10億237万円
9億9611万円

1
2
3

地方債償還金
東部消防組合負担金事業
自立支援給付事業

町債（借金）の返済に係る費用

消防施設の運営（与那原、南風原、西原の3町で運営）に関する負担金

障がい者が障がい福祉サービスや医療等の支援を受けるための事業

7億677万円
3億2856万円
3億1375万円

1
2
3
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消費税率の引き上げに伴う地方消費税収が充てられた
社会保障経費（予算）について
　地方消費税が平成26年4月1日より 5％→8％、令和元年10月1日より10％に引き上げられました。
引き上げ分については使途を明確化し、社会保障施策に要する経費に充てています。

【歳出】地方消費税交付金(社会保障財源化分)が充てられた社会保障経費の事業

【歳入】地方消費税交付金（社会保障財源化分）

地方消費税交付金

自立支援給付事業
施設型給付

（万単位）

（万単位）

節名称

事  業  名 金  額
財源内訳

特定財源

国県支出金 地方債 その他 その他

一般財源

505,667万円 294,193万円

1,217,698万円
1,002,372万円

903,951万円
701,885万円

150,272万円
143,921万円

163,475万円
89,546万円

0円
67,020万円

金  額 左記のうち、引き上げ分の地方消費税(社会保障財源化分)

引上げ分の地方消費税
交付金（社会保障財源
化分）

「一般財源」と「特定財源」

一般会計収入の内訳

● 一般財源

（例）児童手当等支給事業の場合 令和8年度予算額6億3580万円▼

● 特定財源

一般財源の支出は5992万円（10％）、
特定財源の支出は国庫負担金5億1594万円（80％）、県負担金5994万円（10％）

一般財源 特定財源（国、県補助金）

　町が自由に使い道を選べる財源（収入）を一般財源といいます。
主に町税や地方交付税、臨時財政対策債がそれにあたります。
　地方自治体の財政を見る場合、ポイントになるのは一般財源の
大きさとその内容であると言われています。

　特定事業に対する補助金など、使い道に制限が設けられている
財源（収入）を特定財源といいます。

同じ額の一般財源でも
事業によっては何倍もの
予算額になるんですね ！

一般財源に
補助金などの

特定財源を加えた額が
予算額になります。

令和8年度

一般財源
61億7984万円

特定財源
51億5601万円

その他（繰入金等）11.8%
地方譲与税 0.4%
臨時財政対策債 0.0%

地方消費税交付金
4.5%

町税
17.8%

地方交付税
20.1%

県支出金
13.9%

国庫支出金
29.0%

町債（普通債） 1.5%
分担金及び負担金 0.6%

使用料及び手数料 0.5%

令和7年度

一般財源
58億1655万円

特定財源
52億2787万円

その他（繰入金等）10.2%
地方譲与税 0.4%

臨時財政対策債 0.0%

地方消費税交付金
4.3%

町税
17.8%

地方交付税
20.1%

県支出金
17.4%

国庫支出金
25.0%

町債（普通債） 3.8%
分担金及び負担金 0.7%

使用料及び手数料 0.5%
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